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１． 概要 

 近年の自治体における財政状況の悪化をきっかけに、普通会計の決算状況か

ら特別会計、一部事務組合等を含めた財政健全化判断となる財政４指標（実質

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の作成公表が

義務付けられました。それに加えて、公会計制度の見直しが進められています。 
国においても、平成１９年１０月に総務省より「公会計の整備推進について」

の通知がなされ、財務書類の作成モデルである「基準モデル」と「総務省改訂

モデル」が示され、財務書類の作成が要請されました。 
これを受けて、南島原市においても、平成２０年度決算から「総務省改訂モ

デル」により、財務書類を作成し、公表することにしました。 
 
２． 目的 

 これまでの決算書や「地方財政状況調査（決算統計）」では、現金主義によ

る「単式簿記」でしたが、発生主義による「複式簿記」の考え方を導入した財

務書類の作成し、市民の皆さんに財政状況を分かりやすくするとともに、財務

書類の分析・活用等を通じて、資産・債務に関する情報開示と適正な管理を推

進するものです。 

 
３． 財務書類４表の関係について 

財務書類は、バランスシート（貸借対照表）、行政コスト計算書、純資産変

動報告書及び資金収支計算書から構成され、この４表の関係を図にすると図１

のようになります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 公会計制度の概要 
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（図１） 
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１． 総括 

 南島原市の財務４表については、「地方財政状況調査（決算統計）」の数値を

利用した「総務省改訂モデル」により作成し、財務４表を作成しました。 
 
２． 作成の基本的前提 

① 対象会計範囲 
     普通会計（一般会計のみ）を対象 

② 作成基準日 
平成２３年３月３１日現在（出納整理期間における収支は基準日までに終

了したものとして処理する） 
③ 基礎数値 

     昭和４４年度から平成２２年度までの決算統計データ 
④ 固定性配列法 

     地方公共団体のバランスシートの大部分が固定資産で占められているた

め、固定資産、固定負債を表示し、続けて流動資産、流動負債を表示する

方法 
⑤ 退職手当引当金 

     年度末に職員全員が退職したと想定した場合の要支給総額 
⑥ 有形固定資産の評価方法 

     取得原価（昭和４４年度以降の決算統計における普通建設事業費） 
⑦ 減価償却の方法 

国が示した行政目的別の耐用年数表（表１）に基づいて、定額法による減

価償却を行います。ただし、土地は除きます。 
⑧ バランスシートの構成・見方 

バランスシートの見方は（図２）のようになります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 南島原市の財務４表（普通会計） 
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（表１） 
耐用年数表 
 
区分 耐用年数 区分 耐用年数 
１． 総務費 

（１） 庁舎 
（２） その他 

 
５０ 
２５ 

７． 土木費 
（１） 道路 
（２） 橋りょう 
（３） 河川 
（４） 砂防 
（５） 海岸保全 
（６） 港湾 
（７） 都市計画 

①   街路 
②   都市下水路 
③   区画整理 
④   公園 
⑤   その他 

（８） 住宅 
（９） その他 

 
４８ 
６０ 
４９ 
５０ 
３０ 
４９ 

 
４８ 
２０ 
４０ 
４０ 
２５ 
４０ 
２５ 

２． 民生費 
（１） 保育所 
（２） その他 

 
３０ 
２５ 

３． 衛生費 ２５ 
４． 労働費 ２５ 
５． 農林水産業費 

（１） 造林 
（２） 林道 
（３） 治山 
（４） 砂防 
（５） 漁港 
（６） 農業農村整備 
（７） 海岸保全 
（８） その他 

２５ 
４８ 
３０ 
５０ 
５０ 
２０ 
３０ 
２５ 

８． 消防費 
（１） 庁舎 
（２） その他 

 
５０ 
１０ 

６． 商工費 ２５ 
 

９． 教育費 ５０ 
１０．その他 ２５ 
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（図２） 
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３． 平成２２年度貸借対照表の概要 
 
（１） 総括 

資産や負債をどれだけ有しているかといったストック（残高）面から財

政状況を表したものです。 
平成２２年度末の南島原市の資産合計は１，３４９億３，６６９万円と

なっています。このうち将来世代の負担となる負債合計は３７３億９，２

５６万円、現役世代が負担した純資産合計は９７５億４，４１３万円とな

っています。 
 

（２） 資産の部 
① 公共資産 

南島原市が保有する施設と土地であり、昭和４４年度以降の普通建

設事業費の累計であり、土地を除いて減価償却を行っています。総額

は１，１５４億４，６１１万円となっており、資産総額の８５．６％

を占めています。 
 

ア．有形固定資産 
道路、学校、庁舎などの施設と土地であり、昭和４４年度以降の

普通建設事業費の累計であり、土地を除いて減価償却を行っていま

す。合計で１，１５１億６，１８３万円となっており、道路、住宅

などの生活インフラ・国土保全が４７５億５，０６９万円で、資産

総額の３５．２％、学校、体育館などの教育が３０４億１，９０３

万円で、資産総額の２２．５％となっています。 
イ．売却可能資産 

公用もしくは公共用に供されていない（一時的に賃貸している場

合を含む）資産２億８，４２８万円を計上しています。 
 

② 投資等 
投資及び出資金、貸付金、基金等、長期延滞債権及び回収不能見込

額を計上しています。 
 

ア．投資及び出資金 
公社、株式会社などへの投資及び出資金で、平成２２年度は島原

地域広域市町村圏組合への出資金４億４，７８０万円が返還された

ことに伴い、平成２１年度より減額となり、３億２，７２９万円を

計上しています。 
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イ．貸付金 
民間事業者等に無利子の貸付を行っている地域総合整備資金貸

付金残高で、１億６，１２１万円を計上しています。 
ウ．基金等 

合併振興基金などのその他特定目的基金で、平成２２年度は島原

地域広域市町村圏組合から返還された出資金４億４，７８０万円を

積み立てましたので６５億５，４５１万円、土地開発基金等で合計

７７億９，００８万円を計上しています。 
エ．長期延滞債権、回収不能見込額 

長期延滞債権は市税や保育料などの収入未済額のうち、平成２１

年度以前の分、４億８，３００万円を、回収不能見込額は不能欠損

の実績等を勘案して２，４７９万円を計上しています。 
 

③ 流動資産 
財政調整基金、減債基金、歳計現金及び平成２２年度分未収金を合

計で１０７億５，３８１万円を計上しています。 
 
（３） 負債の部 

① 固定負債 
平成２４年度以降に支払や返済が予定されている金額３２７億８，

３５９万円を計上しています。 
 

ア．地方債 
平成２４年度以降に支払予定である地方債２６７億９，６１４万

円を計上しています。 
イ．退職手当引当金 

平成２２年度末に全職員が退職したと想定した場合に、退職手当

組合へ負担すべき金額５９億８，７４５万円を計上しています。 
 

② 流動負債 
平成２３年度に支払や返済が予定されている金額４６億８９７万

円を計上しています。 
 

ア．地方債 
平成２３年度に支払予定である地方債４３億６，５０４万円を計

上しています。 
イ．賞与引当金 

平成２３年６月に支払われる賞与のうち、平成２２年度の負担相
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当額２億４，３９３万円を計上しています。 
 
 

（４） 純資産の部 
① 公共資産等整備国県補助金等 

公共資産整備と投資等の資産の財源のうち、国県からの補助金２４

２億１，６１５万円を計上しています。 
 

② 公共資産等整備一般財源等 
公共資産整備と投資等の資産の財源のうち、上記の国県からの補助

金と建設地方債を除いた金額７９１億６，４５１万円を計上していま

す。 
 

③ その他一般財源等 
公共資産等以外の資産から負債を差し引いた金額▲５８億３．８２

９万円を計上しています。これは、臨時財政対策債、災害復旧事業債

などの負債はあるものの、それに対応する資産が不足していることに

よります。自治体では通常マイナスの計上と思われます。 
 

④ 資産評価差額 
売却可能資産の取得価額と売却可能額との差額や、資産の評価替え

によって変動した額１７６万円を計上しています。 
 

（５） 注記 
① 他団体及び民間への支出金により形成された資産 

国道・県道・港湾・漁港・ほ場整備などの県営事業負担金や合併浄

化槽設置補助金などの合計で１７２億６，６７１万円を計上していま

す。 
 

② 債務負担行為に関する情報 
複数年にわたる工事・リース契約や利子補給等の平成２３年度以降

に負担すべき金額４億２，９９３万円を計上しています。 
 

③ 地方債残高に対する交付税措置額 
平成２２年度末地方債残高３１１億６，１１８万円のうち、交付税

措置額として２２５億９，５９９万円が見込まれます。 
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④ 普通会計の将来負担に関する情報 
普通会計の将来負担額として４５３億７，１６７万円を計上してい

ます。うち、３１１億６，１１８万円、６８．７％が地方債残高です。

地方債償還へ充当できる基金や歳入及び交付税措置見込額を合計し

た将来負担軽減資産４５３億５，３２９万円を控除した、実質的な負

債金額は１，８３７万円になります。 
 
４． 平成２２年度行政コスト計算書の概要 
 
（１） 総括 

行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行

政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費を「使用

料・手数料」、「分担金・負担金・寄附金」の経常収益（業務収益）でどれ

だけ賄ったかを明らかにする財務書類です。 
コストの性質は「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支出的

なコスト」「その他のコスト」の４つに区分されます。 
平成２２年度の純経常行政コストは２２６億８，８０１万円です。 

 
（２） 「人にかかるコスト」 

行政サービスの担い手である職員に要する経費で４６億３，８２８万円

を計上しています。 
人件費は職員に対して支払われる経費などで４０億７，９４５万円を計

上しています。 
退職手当引当金繰入金等は平成２２年度に支払った退職手当組合負担

金とバランスシートに計上した退職手当引当金の増減額を合計した金額

で３億１，４８９万円を計上しています。 
賞与引当金繰入額はバランスシートに計上した賞与引当金と同額とな

る２億４，３９３万円を計上しています。 
 

（３） 「物にかかるコスト」 
物品の購入経費や光熱水費などの物件費、維持補修費及び減価償却費で

７５億１，１９９万円を計上しています。 
物件費は賃金、旅費、光熱水費、委託料などで２９億７，５０１万円を

計上しています。 
維持補修費は学校、公園などの修繕料で７，０４１万円を計上していま

す。 
減価償却費はバランスシート作成における有形固定資産の減価償却費

で４４億６，６５７万円を計上しています。 
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（４） 「移転支出的なコスト」 

生活保護費や児童手当などの扶助費、各種団体への補助金等、特別会計

への繰出金、県営事業負担金などで１０８億５，７６２万円を計上してい

ます。 
社会保障給付は生活保護費、こども手当、障害者医療給付費、保育所措

置費などで４６億２，３３０万円を計上しています。 
補助金等は一部事務組合負担金、各種団体への補助金などで２４億１，

７１７万円を計上しています。 
他会計等への支出額は特別会計への繰出金などで３０億６，１０６万円

を計上しています。 
他団体への公共資産整備補助金等は合併浄化槽設置補助金、県営事業負

担金、ハウス外農業施設等整備補助金などで７億５，６０９万円を計上し

ています。 
 

（５） 「その他のコスト」 
上記に分類されないコストで５億１，３９７万円を計上しています。 
支払利息は地方債の利子支払額及び一時借入金の利子支払額で４億８，

４５６万円を計上しています。 
回収不能見込計上額は下記の算式により１，６９３万円を計上していま

す。 
平成２２年度末回収不能見込額－平成２１年度末回収不能見込額＋

平成２２年度不納欠損額 
 

（６） 「経常収益」 
使用料、手数料、分担金及び負担金、寄附金で８億３，３８４万円を計

上しています。 
 
５． 平成２２年度純資産変動計算書の概要 
 
（１） 総括 

純資産変動計算書は、バランスシートの純資産の部に計上されている

「公共資産等整備国庫補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、「その他

一般財源等」、「資産評価差額」について、各数値が１年間でどのように変

動したかを表しているものです。 
 
（２） 純経常行政コスト 

純経常行政コストは行政コスト計算書における「純経常行政コスト」の
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金額２２６億８，８０１万円を「純経常行政コスト」の欄に計上していま

す。 
 
（３） 一般財源 

一般財源には地方税で３５億９，０７３万円を、地方交付税で１５２億

４１４万円を、その他行政コスト充当財源で１０億４，００８万円を計上

しています。 
その他行政コスト充当財源には地方譲与税、利子割交付金、配当割交付

金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全特別対策交付金、財産収

入、繰入金、諸収入を計上しています。（ただし、バランスシートの資産

の減少、負債の増加となる項目は除いています） 
 
（４） 補助金等受入 

平成２２年度の国庫支出金及び県支出金６４億７，７０５万円のうち、

南島原市で行う普通建設事業費の財源となった金額７億３，７８９万円を

「公共資産等整備国庫補助金等」の欄に、残額の５７億３，９１６万円を

「その他一般財源等」の欄に計上しています。 
 
（５） 臨時損益 

災害復旧事業費など臨時的な要因による変動額を計上しています。 
公立保育所建物などを民間へ無償譲渡したことに伴い、公共資産除売却

損益として▲６，９５４万円を計上しています。 
 
（６） 科目振替 

純資産の変動が上記（２）から（５）以外で生じる場合を項目ごとに計

上しています。 
「公共資産整備への財源投入」では地方税などの一般財源を活用して資

産を増加する場合に振替分を計上しています。 
同様に、「貸付金・出資金等への財源投入」、「貸付金・出資金等の回収

等による財源増」、「減価償却による財源増」、「地方債償還等に伴う財源振

替」についても財源の振替分を計上しています。 
 
（７） 期末純資産残高 

貸借対照表の純資産の部で計上したそれぞれの項目と一致します。 
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６． 平成２２年度資金収支計算書の概要 
 
（１） 総括 

資金収支計算書は、行政活動における資金の流れを「経常的収支の部」、

「公共資産整備の部」、「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分類した

財務書類です。 
 
（２） 経常的収支の部 

経常的収支の部には、経常的な行政活動に伴う、税収や使用料などの収

入、人件費や社会保障給付などの支出、を項目ごとに計上しています。通

常は収支が黒字となり、この黒字分を公共資産の整備等の財源にしていま

す。 
平成２２年度は９６億３，８９５万円の黒字で、公共資産整備及び投資

等の収支赤字額９２億２，８５６万円を補っています。 
 

（３） 公共資産整備収支の部 
公共資産整備の部には、普通会計が行う公共資産整備のほか、他団体の

公共資産整備費補助金、特別会計への建設事業費充当財源としての収支を

計上しています。 
平成２２年度は１６億８，２９０万円の赤字でした。 

 
（４） 投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支の部には、投資及び出資金、貸付金、基金に係る収支、

地方債元金償還額に係る収支などを計上しています。 
平成２２年度は財政調整基金積立金が１８億５，９８４万円、減債基金

積立金が１４億９，７４１万円など、基金積立額が４１億１，２７７万円

でしたので、７５億４，５６６万円の赤字でした。 
 
（５） 期末歳計現金残高 

期首歳計現金残高９億５，９６０万円に平成２２年度中の歳計現金増減

を加味して、期末歳計現金残高は１３億６，９９９万円となりました。 
 
（６） プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

地方債、基金を除いた収支のことで、赤字ならば将来負担が増え、黒字

ならば将来負担は減ることを示しています。 
平成２２年度は４９億８，４００万円の黒字でした。 

 



 - 13 -

 
 
 
 
１． 総括 

 南島原市全体の財務４表については、「地方財政状況調査（決算統計）」の数

値を利用した「総務省改訂モデル」により作成し、普通会計、特別会計、公営

企業会計を含めた、全会計を対象とした地方公共団体全体の財務４表を作成し

ました。 
 
２． 作成の基本的前提 

 普通会計の財務４表と特別会計の財務４表を連結するにあたっては、純計操

作を行っております。普通会計と特別会計間の繰入金・繰出金や企業会計への

出資金など重複するものについて相殺するとともに、各会計基準の相違をもと

に読替、修正などの調整など、連結する作業を行いました。 
 連結の対象となった特別会計は次のとおりです。 
   簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、宅地開発事業特別会計、

水道事業会計、国民健康保険事業特別会計、老人保健事業特別会計、 
後期高齢者医療特別会計 

 
３． 平成２２年度貸借対照表（市全体）の概要 

 南島原市全体の公共資産は１，３８３億５，４３０万円、投資等は９２億１，

２９８万円、流動資産は１２４億６，４５８万円で、資産合計では１，６００

億３，３６６万円となっています。 
 一方、負債の部では、固定負債は４１６億８，０５８万円、流動負債は５２

億２，３８１万円で、負債合計では４６９億４３９万円となっています。 
 純資産合計は１，１３１億３，３６６万円となっています。 

 
４． 平成２２年度行政コスト計算書（市全体）の概要 

 南島原市全体の経常行政コストは３２９億６，４３７万円で、社会保障給付

が１０５億６５万円、３１．９％の割合になっています。 
経常収益６６億８１１万円を除いた、純経常行政コストは２６３億５，６２

６万円となっています。 
 

５． 平成２２年度純資産変動計算書（市全体）の概要 
 南島原市全体のバランスシートの「純資産の部」に計上されている各項目の

１年間の変動を計上しています。 
 

Ⅲ 南島原市全体の財務４表（全会計） 
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６． 平成２２年度資金収支計算書（市全体）の概要 
 南島原市全体の行政活動における資金の流れを「経常的収支の部」、「公共資

産整備の部」、「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分類した財務書類です。 
 各会計間の出し入れである繰入金及び繰出金は相殺を行っています。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 26,796,136

①生活インフラ・国土保全 47,550,694 (2) 長期未払金

②教育 30,419,034 ①物件の購入等

③福祉 1,649,729 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 6,553,134 ③その他

⑤産業振興 22,858,476 長期未払金計 0

⑥消防 1,417,444 (3) 退職手当引当金 5,987,454

⑦総務 4,713,316 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 115,161,827 固定負債合計 32,783,590

(2) 売却可能資産 284,284

公共資産合計 115,446,111 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,365,039

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 327,289 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 243,933

投資及び出資金計 327,289 流動負債合計 4,608,972

(2) 貸付金 161,208

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 37,392,562

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 6,554,507

③土地開発基金 582,235 [純資産の部]

④その他定額運用基金 653,333 １　公共資産等整備国県補助金等 24,216,155

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 7,790,075 ２　公共資産等整備一般財源等 79,164,506

(4) 長期延滞債権 482,998

(5) 回収不能見込額 ▲ 24,795 ３　その他一般財源等 ▲ 5,838,290

投資等合計 8,736,775

４　資産評価差額 1,758

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 97,544,129

①財政調整基金 4,366,603

②減債基金 4,903,454

③歳計現金 1,369,987

現金預金計 10,640,044

(2) 未収金

①地方税 105,396

②その他 15,494

③回収不能見込額 ▲ 7,129

未収金計 113,761

流動資産合計 10,753,805

資　　産　　合　　計 134,936,691 負 債 ・ 純 資 産 合 計 134,936,691

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち22,595,994千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 45,371,668 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 31,161,175 千円 31,161,175 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 3,609 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 7,087,056 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,132,374 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 5,987,454 千円 5,987,454 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 45,353,295 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 13,091,694 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 969,618 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 31,291,983 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 18,373 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は11,459,680千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は82,941,643千円です。

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・

引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

6,321,240

1,132,374

0

0

0

51,079

0

0

10,506

311,163

17,266,714

貸借対照表（南島原市普通会計）
(平成23年3月31日現在)

3,609

7,087,056

0

3,855,633

2,180,927

8,764,547

17,266,714

378,851

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

485,992

318,184

1,179,132

11,106,104
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（単位：千円） （単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 他会計等への公債費充当財源繰出支出

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 地方債償還額

その他支出 長期未払金支払支出

支 出 合 計 支 出 合 計

地方税 国県補助金等

地方交付税 貸付金回収額

国県補助金等 基金取崩額

使用料・手数料 地方債発行額

分担金・負担金・寄附金 公共資産等売却収入

諸収入 その他収入

地方債発行額 収 入 合 計

基金取崩額 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

他会計補助金等

その他収入 翌年度繰上充用金増減額

収 入 合 計 当年度歳計現金増減額

経 常 的 収 支 額 期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

公共資産整備支出 ※1 一時借入金に関する情報

公共資産整備補助金等支出 ① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

他会計等への建設費充当財源繰出支出 ② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は3,000,000千円です。

支 出 合 計 ③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

国県補助金等 ※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

地方債発行額 　収入総額 千円

基金取崩額 　地方債発行額 ▲

その他収入 　財政調整基金等取崩額 ▲

収 入 合 計 　支出総額 ▲

公 共 資 産 整 備 収 支 額 　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書（南島原市普通会計）

自　平成22年4月 1日

至　平成23年3月31日

0

4,112,771

465,427

0

8,782,462

1,647

4,202,422

4,983,996

31,060,417

3,434,100

36,517

30,650,032

▲ 7,545,666

0

410,385

4,686,977

3,357,251

▲ 1,682,898

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

195

1,105,700

1,712

5,180

2,224,170

120,400

0

16,187

959,602

1,369,987

477,689

622,520

1,236,796

3,907,068

1,111,578

756,087

3,533,173

15,204,136

5,365,473

410,381

9,638,949

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,916,267

270,727

83,453

2,208,000

481,894

27,599,451

41,865

１ 経 常 的 収 支 の 部

484,555

2,360,916

174,124

234,714

349

17,960,502

4,925,425

2,975,010

4,623,298

2,417,174
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市民１人あたり財務４表

　　　普通会計の財務４表を年度末時点の住民基本台帳人口（平成22年度は52,068人、平成21年度は52,857人）

　　で割った市民１人あたりの財務４表です。

貸借対照表 （単位：千円）

資産の部
平成22年度

の金額
平成21年度

の金額
増減額

平成22年度
1人あたりの

金額

平成21年度
1人あたりの

金額
増減額

１　公共資産 115,446,111 117,094,082 ▲ 1,647,971 2,217 2,215 2

２　投資等 8,736,775 8,412,814 323,961 168 159 9

３　流動資産 10,753,805 7,020,284 3,733,521 207 133 74

　　 うち歳計現金 1,369,987 959,602 410,385 26 18 8

資産合計 134,936,691 132,527,180 2,409,511 2,592 2,507 85

負債の部
平成22年度

の金額
平成21年度

の金額
増減額

平成22年度
1人あたりの

金額

平成21年度
1人あたりの

金額
増減額

１　固定負債 32,783,590 33,992,435 ▲ 1,208,845 630 643 ▲ 13

２　流動負債 4,608,972 4,455,598 153,374 89 84 5

負債合計 37,392,562 38,448,033 ▲ 1,055,471 719 727 ▲ 8

純資産の部 97,544,129 94,079,147 3,464,982 1,873 1,780 93

負債及び純資産合計 134,936,691 132,527,180 2,409,511 1,438 1,454 ▲ 16

行政コスト計算書 （単位：千円）

経常費用
平成22年度

の金額
平成21年度

の金額
増減額

平成22年度
1人あたりの

金額

平成21年度
1人あたりの

金額
増減額

１　人にかかるコスト 4,638,276 4,874,305 ▲ 236,029 89 92 ▲ 3

２　物にかかるコスト 7,511,990 7,155,027 356,963 144 135 9

３　移転支出的なコスト 10,857,616 10,750,270 107,346 209 203 6

４　その他のコスト 513,967 548,213 ▲ 34,246 10 10 0

経常費用合計 23,521,849 23,327,815 194,034 452 440 12

経常収益
平成22年度

の金額
平成21年度

の金額
増減額

平成22年度
1人あたりの

金額

平成21年度
1人あたりの

金額
増減額

１　使用料･手数料 540,526 558,522 ▲ 17,996 10 11 ▲ 1

２　分担金・負担金・寄附金 293,313 301,656 ▲ 8,343 6 6 0

経常収益合計 833,839 860,178 ▲ 26,339 16 17 ▲ 1

純経常行政コスト 22,688,010 22,467,637 220,373 436 423 13

純資産変動計算書 （単位：千円）

項目
平成22年度

の金額
平成21年度

の金額
増減額

平成22年度
1人あたりの

金額

平成21年度
1人あたりの

金額
増減額

期首純資産残高 94,079,147 90,279,503 3,799,644 1,807 1,708 99

一般財源 19,834,952 18,936,909 898,043 381 358 23

補助金等受入 6,477,051 7,584,622 ▲ 1,107,571 124 143 ▲ 19

期末純資産残高 97,544,129 94,079,147 3,464,982 1,873 1,780 93

資金収支計算書 （単位：千円）

項目
平成22年度

の金額
平成21年度

の金額
増減額

平成22年度
1人あたりの

金額

平成21年度
1人あたりの

金額
増減額

１　経常的収支 9,638,949 9,836,004 ▲ 197,055 185 186 ▲ 1

２　公共資産整備収支 ▲ 1,682,898 ▲ 3,010,965 1,328,067 ▲ 32 ▲ 57 25

３　投資・財務的収支 ▲ 7,545,666 ▲ 6,551,272 ▲ 994,394 ▲ 145 ▲ 124 ▲ 21

当期収支 410,385 273,767 136,618 8 5 3

期首資金残高 959,602 685,835 273,767 18 13 5

期末資金残高 1,369,987 959,602 410,385 26 18 8  
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財務４表を用いた財務分析

　　　市民1人あたりの財務４表のほかに、自団体の財政状況及び他団体と比較して自団体の位置づけを把握するため、

　　各財務書類の数値を活用した財務分析を行いました。

①　貸借対照表を用いた財務分析
●　社会資本形成の世代間負担比率

　　　社会資本の整備結果である有形固定資産について、過去及び現世代で負担された割合と将来世代で負担する

　　割合を示す比率です。

（単位：千円、％）

項目
平成22年度の
金額／比率

平成21年度の
金額／比率

増減額／率

有形固定資産合計　Ａ 115,161,827 116,801,200 ▲ 1,639,373

純資産合計　Ｂ 97,544,129 94,079,147 3,464,982

地方債残高　Ｃ 31,161,175 31,929,497 ▲ 768,322

過去及び現世代負担比率
　Ｂ／Ａ×１００

84.7% 80.6% 4.2%

将来世代負担比率
　Ｃ／Ａ×１００

27.1% 27.3% -0.3%

　　　平均的な値は、過去及び現世代負担比率は５０％～９０％の間、将来世代負担比率は１５％～４０％の間の

　　比率といわれています。

●　歳入額対資産比率

　　　「資産合計」が「歳入合計」の何年分に相当するかを表した比率で、社会資本の整備の度合いを示す指標です。

　　この比率が高いほどストックとしての社会資本の整備が進んでいます。

（単位：千円、年）

項目
平成22年度の
金額／比率

平成21年度の
金額／比率

歳入総額　Ａ 32,020,019 33,359,137

資産合計　Ｂ 134,936,691 132,527,180

歳入額対資産比率　Ｂ／Ａ 4.2年 4.0年

　　　平均的な値は、３．０年～７．０年の間といわれています。

●　有形固定資産の行政目的別割合

　　　貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を計算することにより、行政分野ごとの社会資本の

　　比重を把握することができます。

（単位：千円、％）

項目
平成22年度

の金額
平成22年度
の構成比率

平成21年度
の金額

平成21年度
の構成比率

生活インフラ・国土保全 47,550,694 41.3% 47,809,591 40.9%

教育 30,419,034 26.4% 30,742,420 26.3%

福祉 1,649,729 1.4% 1,829,414 1.6%

環境衛生 6,553,134 5.7% 6,795,883 5.8%

産業振興 22,858,476 19.9% 23,472,440 20.1%

消防 1,417,444 1.2% 1,329,500 1.1%

総務 4,713,316 4.1% 4,821,952 4.1%

有形固定資産合計 115,161,827 100.0% 116,801,200 100.0%

　　　通常では、「生活インフラ・国土保全」、「教育」が大きな割合を占めています。

●　資産老朽化比率

　　　有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得原価に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、

　　耐用年数に比べて償却資産の取得からどの程度経過しているのかを把握することができます。

（単位：千円、％）

項目
平成22年度の

金額
平成21年度の

金額
増減額

減価償却累計額　Ａ 82,941,643 78,665,267 4,276,376

有形固定資産合計　Ｂ 115,161,827 116,801,200 ▲ 1,639,373

土地　Ｃ 11,459,680 11,345,872 113,808

資産老朽化比率
Ａ／（Ｂ－Ｃ＋Ａ）

44.4% 42.7% 1.7%

　　　平均的な値は、３５％～５０％の間の比率といわれています。  
 



 - 21 -

 
②　行政コスト計算書を用いた財務分析

●　受益者負担比率

　　　行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに対する

　　割合を算定することで受益者負担の比率の比較分析ができます。　

（単位：千円、％）

平成22年度 平成21年度

経常収益
Ａ

経常行政ｺｽﾄ
Ｂ

受益者負担比率

Ａ÷Ｂ×100
経常収益

Ａ
経常行政ｺｽﾄ

Ｂ
受益者負担比率

Ａ÷Ｂ×100

生活インフラ・国土保全 40,115 2,383,022 1.7% 42,927 2,326,571 1.9%

教育 16,299 2,859,107 0.6% 17,219 2,782,048 0.6%

福祉 278,782 8,214,203 3.4% 279,165 7,480,859 3.7%

環境衛生 133,289 2,349,529 5.7% 133,889 2,648,277 5.1%

産業振興 21,109 2,797,357 0.8% 35,149 3,270,727 1.1%

消防 27 1,243,916 0.0% 0 991,176 0.0%

総務等 344,218 3,674,715 9.4% 351,829 3,828,157 9.2%

合計 833,839 23,521,849 3.5% 860,178 23,327,815 3.7%

　　　平均的な値は、２％～８％の間の比率といわれています。

●　行政コスト対公共資産比率

　　　行政コストの公共資産に対する比率を計算することで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられて

　　いるか、どれだけの行政サービスを提供しているかを分析することができます。

（単位：千円、％）

平成22年度 平成21年度

経常行政ｺｽﾄ 有形固定資産 比率 経常行政ｺｽﾄ 有形固定資産 比率

生活インフラ・国土保全 2,383,022 47,550,694 5.0% 2,326,571 47,809,591 4.9%

教育 2,859,107 30,419,034 9.4% 2,782,048 30,742,420 9.1%

福祉 8,214,203 1,649,729 497.9% 7,480,859 1,829,414 408.9%

環境衛生 2,349,529 6,553,134 35.9% 2,648,277 6,795,883 39.0%

産業振興 2,797,357 22,858,476 12.2% 3,270,727 23,472,440 13.9%

消防 1,243,916 1,417,444 87.8% 991,176 1,329,500 74.6%

総務等 3,674,715 4,713,316 78.0% 3,828,157 4,821,952 79.4%

合計 23,521,849 115,161,827 20.4% 23,327,815 116,801,200 20.0%

　　　福祉分野での比率が極めて高くなっていますが、これは福祉分野での行政サービスが子ども手当の支給、

　　高齢者・障害者福祉サービス、生活保護などの給付サービスなどが中心で、有形固定資産に頼らない行政

　　サービスを行っているからです。

　　　行政目的ごとの比率はバラつきますが、合計額の平均的な値は、１０％～３０％の間の比率といわれています。

③　純資産変動計算書を用いた財務分析

●　行政コスト対税収等比率

　　　純経常行政コストに対する一般財源等の比率の公共資産に対する比率を計算することで、当年度に行われた

　　行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で

　　賄われたかがわかります。

　　この比率が高いほど資産形成余裕度が低く、１００％を超えると蓄積した資産が取り崩されたことを意味します。

（単位：千円、％）

項目
平成22年度の

金額
平成21年度の

金額
増減額

純経常行政コスト　Ａ 22,688,010 22,467,637 220,373

税収等一般財源　Ｂ 19,834,952 18,936,909 898,043
補助金等受入（その他一般財源）　Ｃ 3,459,022 4,497,191 ▲ 1,038,169

減価償却による財源増　Ｄ 1,144,224 1,147,614 ▲ 3,390 （公共資産等整備国県補助金等の絶対値）

行政コスト対税収等比率
Ａ／（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

92.8% 91.4% 1.4%

④　資金収支計算書を用いた財務分析
●　地方債の償還可能年数

　　　自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す指標で、

　　借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。

（単位：千円、年）

平成22年度 平成21年度

地方債残高 31,161,175 31,929,497

経常的収支額 6,315,746 5,920,705 （地方債発行額及び基金取崩額を除く）

地方債の償還可能年数 4.9年 5.4年

　　　平均的な値は、３．０年～９．０年の間といわれています。

項目

項目
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 57,785,948 ①普通会計地方債 26,796,136

②教育 30,419,034 ②公営事業地方債 8,896,991

③福祉 1,649,729  地方債計 35,693,127

④環境衛生 19,225,365 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 22,858,476 (3) 引当金 5,987,454

⑥消防 1,417,444 （うち退職手当等引当金） 5,987,454

⑦総務 4,713,316 （うちその他の引当金） 0

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 41,680,581

有形固定資産計 138,069,312

(2) 無形固定資産 706 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 284,284 (1) 翌年度償還予定地方債 4,938,458

公共資産合計 138,354,302 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 21,799

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 325,289 (5) 賞与引当金 263,553

(2) 貸付金 161,208 (6) その他 0

(3) 基金等 7,854,075 流動負債合計 5,223,810

(4) 長期延滞債権 918,747

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 46,904,391

(6) 回収不能見込額 ▲ 46,337

投資等合計 9,212,982 [純資産の部]

１　公共資産等整備国県補助金等 32,232,173

３　流動資産

(1) 資金（歳計現金） 2,174,179 ２　公共資産等整備一般財源等 84,661,861

(2) 財政調整基金・減債基金 10,047,929

(3) 未収金 248,231 ３　その他一般財源等 ▲ 3,769,713

(4) 販売用不動産 2,991

(5) その他 4,624 ４　資産評価差額 4,945

(6) 回収不能見込額 ▲ 13,381

流動資産合計 12,464,573

純　 資　 産　 合　 計 113,129,266

４　繰延勘定 1,800

資　　産　　合　　計 160,033,657 負 債 及 び 純 資 産 合 計 160,033,657

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 378,851 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 51,579 千円

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち、26,401,105千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に

　　含まれることが見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は11,612,358千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は97,473,181千円です。

南島原市全体の貸借対照表（南島原市全会計）
(平成23年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円） （単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 地方債償還額

その他支出 長期借入金返済額

支 出 合 計 短期借入金減少額

地方税 収益事業純支出

地方交付税 その他支出

国県補助金等 支 出 合 計

使用料・手数料 国県補助金等

分担金・負担金・寄附金 貸付金回収額

保険料 基金取崩額

事業収入 地方債発行額

諸収入 長期借入金借入額

地方債発行額 公共資産等売却収入

長期借入金借入額 収益事業純収入

短期借入金増加額 その他収入

基金取崩額 収 入 合 計

その他収入 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額 翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

公共資産整備支出 期末資金残高

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

南島原市全体の資金収支計算書（南島原市全会計）
自　平成22年4月 1日

至　平成23年3月31日

2,021,918

687,110 120,400

1,647

4,728,030

0

0

0

8,858,247

625,124

477,689

0

0

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

195

4,128,375

0

16,187

1,388,888

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

0

2,208,000

141,865

0

1,239,400

2,174,179

▲ 7,618,847

1,927,402

0

246,777

0

2,812,934

1,349,800

129,051

▲ 1,719,300

0

36,843,829

9,584,924

3,776,147

4,532,234

756,087

72,534

1,712

506,687

1,889,840

27,258,905

3,533,173

15,204,136

8,813,247

410,994

3,187,648

１ 経 常 的 収 支 の 部

674,379

5,305,083

3,301,133

10,520,994

5,567,476

 
 


